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首都の水害対策

関西大学社会安全学部特別任命教授 河　田　惠　昭

１.はじめに

この論考を執筆しようとして、時を同
じくして「災害に強い首都「東京」形成
ビジョン」１）が発表された。災害に強い
首都「東京」の形成に向けた連絡会議の
中間まとめとなっている。座長は国土交
通省技監であり、副座長に東京都の技監
と都市整備局長の２名が名を連ねている
ことから、記述内容は政府と東京都の共
通の状況認識に立つものであり、水害対
策の具体的な課題も明示されている。
果たしてこれで十分なのか。実務者だ

けの認識で将来も含めて問題解決につな
がるのだろうか。答えはノーである。実
例がある。令和２年７月豪雨に際して熊
本県球磨川流域で甚大な洪水被害が発生
した。12 年前に実務者だけで「ダムに
よらない治水」を選択した。ところが線
状降水帯によって気象当局の予想を 2倍
近く上回る豪雨で大洪水氾濫が発生した。
筆者は約 45 年のキャリアを持つ防災研
究者である。その基本的なスタンスは、
将来を予測し、事前対策を講じて被害を
できるだけ少なくするという「縮災」の
考え方である。以下ではこの立場から首
都の水害対策を論じよう。

２.首都圏の水害対策は進ん
でいるのか

誰もが水害は起こってほしくない。日
頃から考えるだけでも憂鬱になる。だか
ら起こらないことにする。これが普通の
人の態度である。首都圏の都心部が洪水
や高潮による氾濫で広域水没するような
ことは、少なくとも 1947 年カスリーン
台風以降起こったことがない。このとき
の浸水も大部分の都心部は免れている。
だから経験したことのない災害は起こら
ないと思ってしまう。過去はそれでよ
かった。でもこれからはこれでは困るの
である。
さて、2019 年東日本台風で首都圏で

は甚大な洪水被害は発生しなかった。間
一髪で助かったというのが実感である。
首都圏の周辺、とくに東北地方南部を中
心に水害が多発し、390 の市区町村に災
害救助法が適用される広域災害になった。
とくに堤防が決壊した河川では、その多
くが上流部で発生している。これは治水
事業が上流ほど遅れているという証拠で
あろう。では、東京都心部の治水対策は
進んでいるのか。答えは「もっと遅れて
いる」である。このような状況認識は筆
者のような研究者と実務者で相違する。
なぜ遅れているのか。事前対策ばかりに
集中しすぎているからである。起こった
ときの被害を少なくする対策は、それに
比べると遥かに少ない。いま大手町のビ
ジネス街に豪雨が降れば地上 50㎝くら
いの浸水は簡単に発生する。そうすると
地下鉄「大手町」駅は水没する。JR山手
線に沿って昔、海や湿地帯だった密集市
街地も無防備に近い。“水は昔を覚えて
いる”ことを忘れてはいけない。時代が
変わっても海に戻ることが起こるのであ
る。

しかも、東京都心部には広大なゼロ
メートル地帯が広がっている。心配して
いるのはとくに台風による高潮の発生で
ある。高潮氾濫と洪水氾濫の大きな相違
点は、前者は無尽蔵に海水があり、高潮
が起こった時の海面の高さより下の地域
はすべて水没するということである。こ
れは海抜ゼロメートル地帯よりももっと
浸水域が広がるということである。

３.巨大氾濫は国難災害にな
る～コロナパンデミック
が証明した～

表－１２）は筆者が指摘する国難災害候
補である。予想では首都直下地震の被害
に匹敵する。しかしこのような認識は実
務者に欠けている。したがって、なぜ国
難災害になるのかという理由が理解でき
ない状況下に置かれている。筆者は 29
年前の論文で、「大都市で巨大災害が発
生する。それは社会現象として『相転移』
は起こるからだ」と主張し、この論文な
どが第１回日本自然災害学会学術賞を受
賞した３）。そして予想した通りに 25 年

表－１　わが国で心配な国難災害の例
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前に阪神・淡路大震災が起こった。発生
は予想できたが、残念ながら減災に至ら
なかった。2011 年東日本大震災が起こ
り２万人を超える津波犠牲者が発生した。
その３か月前、岩波新書「津波災害」を
上梓し、そのまえがきで三陸海岸では万
を超える津波犠牲者が発生すると書いた。
その通りのことが起こった。発売当時、
新書の帯には「必ず来る」と朱書されて
いた。
なぜ巨大氾濫が国難災害となるのか。

それは被害が甚大になるのは氾濫すると
社会現象として『相転移』が起こるから
だ。図－１はそれを明らかにしている。
この元図は国土交通省が河川データブッ
ク 2019 で公表している「一般資産水害
密度（１ha 当たりの被害額）」である。
これから 1996 年前後に社会現象として
の『相転移』が起こったことがわかる。
なぜなら、総浸水面積も宅地・その他浸
水面積も経年的には漸減しているにもか
かわらず、被害密度だけが激増している
からである。この原因として考えられる
のは、地球温暖化の影響によって線状降
水帯の豪雨で氾濫災害の起こり方が急激
であるという事実である。つまり、被害
の出方が劇的に変化したと捉えなければ
いけない。もちろん堤内地の都市構造も
変化している。これは今回のコロナパン
デミックの被害拡大と同じ構造である。
社会経済構造がネットワーク状になると
いう２次相転移（たとえば、金属の磁性
の温度変化のように見た目にはわからな
い）を経験中に、新型コロナウイルスに
よる感染症拡大という１次相転移（たと
えば、水は温度によって氷（固体）、液体、
水蒸気（気体）というように相転移する）
が重なって、重大な社会経済被害がわが
国だけでなくグローバルに拡大している
のである４）。すでに社会構造が 2次相転
移によって、ネットワーク状になってい
るとすれば、そこで何らかの原因によっ
て 1次相転移が起これば、巨大氾濫災害
が起こり、これが国難災害となり得るだ
ろう。わが国がこのような社会的なメカ
ニズムにさらされているという認識が筆
者以外の研究者や実務者に共有されてい
ない。それが問題なのである。

４.荒川が氾濫すれば国難災
害となる

なぜ、2019 年東日本台風（台風 19号）
の豪雨で荒川の下流で洪水が溢水しな
かったのか。その理由は簡単である。台

風の上陸時に関東地方に秋雨前線が停滞
していなかったからである。国土交通省
によれば、基準点：岩淵の上流域平均３
日間雨量Ｒは 446㎜あったことがわかっ
ている。そして、その降雨で岩淵水門で
の最高水位Ｓは A.P. ＋ 7.17 ｍに達した。
事前に決められていた氾濫危険水位Ｈは
A.P. ＋ 7.7 ｍ、計画高水位Ｋは A.P. ＋
8.57 ｍであった。単純にこのＳとＲお
よびＫが比例すると仮定して、Ｈに達す
るＲとＫを求めると、479 および 533㎜
となった。この値と現行の 200年確率の
豪雨（３日間：516㎜）による出水と比
較してはいけない。なぜなら、実際には
この上流域平均２日間雨量は 418㎜であ
り、３日間の約 94％が２日間で降った
わけであるから、仮に秋雨前線が停滞し
先行降雨があり、かつ豪雨が３日目まで
続けば荒川は氾濫してもおかしくなかっ
た。このような台風接近時の気象状況は
過去においてはわが国において何度も経
験しており、決して発生しないという状
況ではない。
つぎに、氾濫した場合の被害想定結果

を紹介しよう。荒川の最大規模の氾濫被
害は、河口上流 21㎞に位置する岩淵水
門の上流右岸（北区志茂地先）と対岸の
左岸そして荒川と隅田川に挟まれた地区
である。ここで決壊すると、東北本線と
隅田川の右岸で囲まれた北区、荒川区、
台東区、中央区などの地域がほぼ水没・
浸水する。被害想定では、上流右岸から
の氾濫だけで浸水面積：110㎢、浸水区
域内人口：約 120 万人、死者数：約２千
人、孤立者数：最大約 86 万人、地下鉄
等の浸水被害：17路線、97駅、約 147㎞、
そして停電：約 121 万軒（東京都：約
93 万軒、埼玉県：約 28 万軒）、都市ガ
ス停止：約 31.1 万軒、断水：約 164 万人、

下水道支障：295 万人、通信障害：約
145 万加入者である。浸水継続時間が２
週間以上の地域も発生する。これに加え
て、埼玉県も東京都足立区、葛飾区、江
戸川区、墨田区、江東区も浸水し、浸水
区域内全人口は 300 万人を超え、想定犠
牲者数はさらに約６千人増、被害額約
150 兆円に達する恐れがある。
それでは、この水害によって何が『相

転移』を引き起こす被害になるのだろう
か。広域に浸水し、被害が膨大になるだ
けでなく、何かがきっかけとなって相転
移が起こり、爆発的に被害が大きくなる
のである。まず、第一に挙げられるのは
地下鉄と地下空間の水没である。完全に
水没すると復旧までに６か月を要し、そ
の間都市機能がマヒした例が、2002 年
西ヨーロッパ水害時に被災したチェコ・
プラハ市（人口約 130 万人）である。地
下鉄３路線がすべて水没し、復旧に６か
月を要した。
つぎに心配なのは広域停電の発生であ

る。電線地中化が進むのはよいが、道路
浸水によって道路上に設置してある変圧
器（トランス）が浸水するとショートし
て停電する。変圧器は熱をもつので密封
できず開口部から浸水する。これは都市
ガスも同じで、圧力調整器（ガバナー）
も 1.5 ｍ以上浸水すると機能しなくなる
恐れがある。ほかに携帯電話の中継基地
局も長期間停電すると機能を失う。つま
り、様々な情報関連装置に支障が起こる。
停電すれば排水ポンプが作動しなくなる。
この地域が浸水・水没すれば現在の排水
能力では２週間以上時間を要する。しか
も、深い地下空間の排水作業は特殊なポ
ンプが必要で、たとえば消防車や TEC-
FORCE の排水車では揚程不足で排水でき
ない。

図－１　一般資産水害密度が1995年以降『相転移』を起こしたこと

を示す図

資料：河川データブック2019（国土交通省）の元図を改変
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５.水害対策の文化的防災へ
のパラダイムシフトが必
要

かつて筆者は防災対策をソフト防災と
ハード防災に分類してその特徴を明らか
にした。そのとき、ハード防災はソフト
防災に含まれると指摘した。たとえば、
治水ダムは施設でありハード防災である
が、完成後にダムへの洪水流入量とダム
水面との関係からダムからの放流量を決
定するのは、情報に基づくマネジメント
であるから防災機能を発揮するのはゲー
ト操作であり、ソフト防災となる。とこ
ろがこの専門用語が使われだした時から
実務者は、ソフト防災とハード防災は車
の両輪であると認識するようになり、い
つの間にかそれが基本となってしまった。
当初のソフト防災は情報に基づく対策と
定義したのであるが、形のないものとい
うような意味で使われることが多くて誤
解が生じた。問題は、いかに定義しよう
とも、現実には水害被害が減らないので
ある。災害は時代とともに進化するが、
対策はいつも後手後手となっている。と
くに高齢社会になって災害が起こるたび
に高齢者が犠牲者の過半数を占めること
も珍しくなくなった。
そこで、まず、高齢者を含む私たちが

災害に強くなる、すなわちレジリエント
になるには経済的に豊かになることが必
要なのだろうか。そこで、わが国よりも

国民１人当たりの GDP が多い 25 か国の
中で、新型コロナウイルスの人口 10 万
人当たりの感染率と死亡率（いずれも
2020 年７月下旬現在の数値を使用）が
わかっている国の GDP との関係を調べて
みた。図－２はその結果を示し、感染率
と死亡率に下限値が存在し、経済的に豊
かな国ほど両者が大きくなることが見出
された。つまり、経済的に豊かになるこ
とが豊かな社会になるための必要十分条
件ではないということである。すなわち、
文明的に豊かになっても感染率は低下し
ないということである。この事実は後述
するように、文明的な対策を進めること
は実際上難しく、経年的に被害は少なく
ならないということだ。
たとえば、冒頭に紹介した形成ビジョ

ンによれば、今後の対策は①堤防、洪水
調整施設等の整備・強化の推進、②高台
まちづくりの推進、③広域避難等、④住
民、企業等の意識啓発である。その記述
は９頁にわたるが、文化的防災である③
と④は合わせて 0.5 頁に過ぎない。①と
②は文明的な防災である。しかし、これ
らを実施するためには巨額の財源と長い
時間を要し、何時まで経っても終わらず、
いつのまにかほかの施策に変わってしま
う可能性がある。たとえば、高規格堤防
の整備は荒川で 12％に過ぎず、100％
に達するには 100年以上かかり間に合わ
ないことは必定である。しかも、①と②
を重点的に推進するとほかの対策は財源

がなくて進まないということである。こ
れではいつまでたっても被害先行型の対
策になってしまうに違いない。
そこで、早急に文化的対策を進めない

と水害は待ってくれないと考えなければ
ならない。たとえば、住宅や建物を建て
るときには、内水氾濫被害を軽減するた
めに下水管や汚水管に逆流弁を設置する
とかハザードマップで浸水深が３ｍを超
えると予想される地域では平屋建てはや
める、マンションの１階は居住しないほ
うがよいなどの誘導策である。法律でで
きないことはやらないのではなくて、世
間の常識すなわち日常の生活習慣にすれ
ばよい。表－２に災害文明と災害文化の
特徴をまとめて示したが、災害文化は私
たちの生活習慣に根差した対策を充実さ
せるものである。浸水常襲地帯では大切
なものは日頃より２階に置いておくとい
う常識の共有とか、地下空間浸水対策は
まず地下室や地下ガレージのある建物の
所有者がやった方が良いとかの誘導策の
推進であろう。水害対策を進めながら住
民の防災意識も高めるというような施策
がこれからは必要であり、自己責任の原
則への誘導を図るのが流域治水であろう。
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表－２　災害文明と災害文化

図－２　一人当たりの名目GDPがわが国より多い25か国（2018

年）のうち、百万人当たりの新型コロナウイルス感染

率と死亡率がわかっている国の両者の関係を表す図
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